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一人親方労災保険加入申込み
前年度加入者には１月中旬に加入申込書を本部より
郵送しています。
必要事項を記入の上、保険料を添えて所属支部へ
申込んで下さい。
本年より加入される方は所属支部で手続きして下さい。

　

全
建
総
連
は
福
岡
厚
生
労
働
大

臣
に
直
接
要
請
を
実
施
し
ま
し
た
。

鈴
木
全
建
総
連
委
員
長
か
ら
は
建

設
国
保
の
現
行
補
助
水
準
確
保
、

担
い
手
の
育
成
・
確
保
を
要
請
し

ま
し
た
。

　

福
岡
大
臣
は
、「
建
設
国
保
へ

の
補
助
は
、
し
っ
か
り
対
応
し
て

い
く
。
物
価
高
騰
を
踏
ま
え
、
処

遇
改
善
を
図
っ
て
い
く
重
要
性
は

ま
す
ま
す
高
ま
っ
て
い
る
と
認
識

し
て
い
る
」
と
述
べ
ま
し
た
。
平

山
副
委
員
長
か
ら
「
医
療
費
も
高

騰
し
て
い
て
、
高
額
薬
剤
で
命
が

助
か
る
こ
と
は
有
り
難
い
が
、
国

保
組
合
の
財
政
運
営
は
非
常
に
厳

し
く
な
っ
て
い
る
」
な
ど
改
め
て

実
情
を
訴
え
、
要
請
し
ま
し
た
。

　

福
岡
厚
労
大
臣
か
ら
は
「
財
政

難
で
指
摘
や
懸
念
さ
れ
て
い
る
こ

と
に
今
後
も
し
っ
か
り
対
策
を
し

て
い
き
た
い
」「
医
療
に
か
か
っ

て
い
る
方
の
負
担
だ
け
で
な
く
、

保
険
料
も
含
め
た
現
役
の
方
の
負

担
感
も
考
慮
し
な
が
ら
、
ど
う
バ

2025年度国保組合関係予算

総額2611.8億円を確保
ハガキ・地元国会議員要請の成果

ラ
ン
ス
を
と
っ
て
い
く
か
。」
引

き
続
き
、
教
示
い
た
だ
け
た
ら
と

思
う
」
述
べ
ま
し
た
。

　

中
野
国
交
大
臣
へ
は
入
職
促
進
、

担
い
手
確
保
な
ど
要
請
し
ま
し
た
。

大
臣
は
「
能
登
で
の
応
急
仮
設
木

造
住
宅
建
設
に
感
謝
申
し
上
げ
る
。

担
い
手
三
法
改
正
で
、
適
正
な
標

準
労
務
費
を
確
保
し
て
現
場
に
行

き
渡
ら
せ
た
い
。Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
で
処

遇
改
善
や
働
き
方
改
革
を
取
組
み
、

担
い
手
確
保
に
努
め
た
い
」
と
述

べ
ま
し
た
。

　

渡
辺
副
委
員
長
か
ら
「
建
物
の

維
持
・
修
繕
に
は
職
人
の
力
が
必

要
不
可
欠
で
あ
る
」
な
ど
要
請
し
、

中
野
大
臣
は
「
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
、
標
準

労
務
費
な
ど
の
課
題
を
聞
い
た
。

こ
う
し
た
制
度
が
担
い
手
確
保
に

繋
が
る
よ
う
頑
張
り
た
い
」
と
述

べ
ま
し
た
。

　

国
保
組
合
関
係
予
算
の
総
額
は

２
６
１
１
.
８
億
円
と
な
り
、
医

療
費
の
伸
び
で
は
、
概
算
要
求
時

３
.
７
％
減
か
ら
、
１
人
あ
た
り

医
療
費
を
２
１
万
６
６
６
６
円
と

積
算
。
裁
量
的
経
費
の
増
額
も
加

味
し
現
行
補
助
水
準
確
保
の
見
通

し
を
築
く
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

各
県
連
組
合
で
は
ハ
ガ
キ
要
請

行
動
や
集
会
、
地
元
国
会
議
員
要

請
行
動
等
に
つ
い
て
、
組
合
役
員

を
先
頭
に
、
組
合
員
・
家
族
の
ご

協
力
に
よ
り
、
全
力
で
取
組
ん
で

き
ま
し
た
。
全
国
の
仲
間
の
皆
さ

ん
に
改
め
て
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

　

国
保
組
合
へ
の
予
算
要
求
以
外

に
も
私
た
ち
の
諸
要
求
実
現
に
向

け
て
関
係
省
庁
へ
の
要
請
行
動
を

展
開
し
て
い
ま
す
。
厚
労
省
の
安

全
対
策
予
算
で
は
墜
落
転
落
防
止

対
策
の
充
実
強
化
な
ど
「
建
設
業

の
一
人
親
方
な
ど
の
安
全
衛
生
対

策
支
援
事
業
」
な
ど
６
億
３
千
万

円
を
確
保
。
石
綿
対
策
費
に
つ
い

て
は
事
前
調
査
を
徹
底
す
る
施
策

の
充
実
を
図
る
予
算
も
含
め
２
１

億
円
と
な
り
ま
し
た
。
環
境
省
の

石
綿
飛
散
防
止
対
策
費
は
６
５
０

０
万
円
と
な
り
、
建
築
物
の
解
体

等
に
お
け
る
よ
り
効
果
的
な
石
綿

飛
散
防
止
対
策
に
係
る
検
討
・
調

査
１
１
０
０
万
円
、
石
綿
飛
散
防

止
対
策
に
係
る
人
材
育
成
・
周
知

は
１
５
０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

働
き
方
改
革
等
に
よ
る
建
設
業
の

魅
力
向
上
で
は
２
億
６
千
万
円
が

計
上
さ
れ
、
働
き
方
改
革
の
推
進
、

女
性
や
若
者
の
入
職
・
定
着
等
を

促
進
す
る
た
め
に
、
時
間
外
労
働

削
減
や
週
休
二
日
の
確
保
に
向
け

た
適
正
な
工
期
設
定
に
向
け
た
周

知
啓
発
、
一
人
親
方
に
係
る
不
適

切
事
例
の
事
例
集
化
な
ど
を
実
施

し
ま
す
。

　

国
交
省
の
住
宅
対
策
は
１
５
５

７
億
円
で
、
住
ま
い
暮
ら
し
の
安

全
確
保
、
誰
も
が
安
心
し
て
暮
ら

せ
る
多
様
な
住
ま
い
の
確
保
な
ど

５
点
が
重
点
施
策
と
し
て
上
げ
ら

れ
ま
し
た
。
子
育
て
グ
リ
ー
ン
住

宅
支
援
事
業
に
は
２
２
５
０
億
円

が
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

　

今
後
も
国
保
組
合
へ
の
育
成
強

化
の
運
動
を
強
め
、
住
宅
産
業
発

展
に
向
け
た
諸
要
求
実
現
を
め
ざ

し
て
い
き
ま
す
の
で
ご
理
解
と
ご

協
力
の
程
お
願
い
致
し
ま
す
。

働
き
方
改
革
等
に

　
　

予
算
確
保

福岡厚労大臣に要請する全建総連の代表

　

１
月
11
日
（
土
）
に
宇

陀
支
部
第
７
回
定
期
大
会

が
宇
陀
支
部
事
務
所
に
て

行
い
ま
し
た
。

　

総
勢
１
１
６
名
の
出
席

（
委
任
状
を
含
む
）
を
得

ま
し
た
。

　

経
過
報
告
・
決
算
報
告
・

新
年
度
運
動
方
針
・
予
算

案
の
承
認
を
受
け
ま
し
た
。

本
年
度
は
役
員
改
選
が
あ

り
中
尾
支
部
長
か
ら
浦
野

新
支
部
長
へ
バ
ト
ン
タ
ッ

チ
さ
れ
ま
し
た
。

　

大
会
ス
ロ
ー
ガ
ン
の
確

認
と
団
結
ガ
ン
バ
ロ
ー

コ
ー
ル
に
て
締
め
く
く
る

事
が
で
き
ま
し
た
。

（
支
部
書
記 

清
水
朋
子
記
）

宇
陀
支
部

第
７
回 

定
期
大
会

　

１
月
19
日
、
第
69
回
定

期
大
会
を
天
理
支
部
会
館

で
開
催
し
ま
し
た
。
出
席

者
15
名
、
委
任
96
名
、
計

１
１
１
名
で
大
会
成
立
宣

言
が
な
さ
れ
ま
し
た
。

　

大
会
に
先
立
ち
、
昨
年

亡
く
な
ら
れ
た
３
名
の
組

合
員
と
事
務
員
の
ご
冥
福

を
祈
り
黙
祷
を
捧
げ
ま
し

た
。
杢
野
支
部
長
の
開
会

挨
拶
に
引
き
続
き
、
本
部

の
松
井
書
記
長
か
ら
ご
挨

拶
と
ご
祝
辞
を
い
た
だ
き

ま
し
た
。

　

議
長
に
は
青
年
部
部
長

の
山
下
氏
が
選
出
さ
れ
議

事
が
進
行
し
ま
し
た
。
す

べ
て
の
議
案
に
お
い
て
審

議
さ
れ
、
代
議
員
皆
様
の

拍
手
を
も
っ
て
承
認
し
て

頂
き
ま
し
た
。

　

今
年
度
の
役
員
改
選
は

無
く
、
引
き
続
き
現
在
の

役
員
で
活
動
し
て
い
く
こ

と
を
報
告
し
、
大
会
ス

ロ
ー
ガ
ン
を
力
強
く
読
み

天
理
支
部

第
69
回 

定
期
大
会

組織拡大と職域確保に向け団結ガンバロウ

杢野支部長より開会の挨拶

上
げ
、
万
歳
三
唱
に
て
大

会
を
閉
会
し
ま
し
た
。

　

今
後
と
も
組
合
員
の
皆

様
に
は
組
合
活
動
へ
の
ご

理
解
と
組
織
拡
大
・
組
合

宣
伝
へ
の
ご
協
力
を
お
願

い
致
し
ま
す
。

（
副
支
部
長
松
田
英
明
記
）
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・既存木造住宅耐震診断、
　　改修技術者養成講習会（第Ⅰ部）
・奈良県木造住宅耐震診断員
　　　　　　　登録講習会（第Ⅱ部）

〇養成講習会の受講資格　
　以下のいずれかの要件を満足する方
　　①耐震診断員の登録要件に該当する方
　　②県・市町村で耐震診断・改修事業又は耐震診断・改修の補助
　　　事業に携わる職員
〇耐震診断員の登録要件　　
　登録対象者は①及び②に示す要件を満たす方
　　①２４年度以降の奈良県が主催の「既存木造住宅耐震診断改修
　　　技術者養成講習会」を受講した方
　　②以下いずれかに該当する方
　　　１．奈良県知事の登録を受けている建築士事務所に所属する
　　　　　一級、二級、木造建築士
　　　２．奈良県知事若しくは大臣許可を受けた建設業の営業所に
　　　　　勤務し、かつ、７年以上の建築実務経験を有する建築大
　　　　　工技能士
〇受講料　　無料　※テキストが必要です。
　お持ちでない場合は事前に日本建築防災協会にて申込み購入して
　下さい。
　　「木造住宅の耐震診断と補強方法」　価格７,333円　
　　　テキスト代は受講者側でご負担願います。
〇締　切　　２月21日　（定員に達し次第締め切り）
〇定　員　　１００名　

日　時：令和７年３月３日（月）　１０時～１６時
　　　（第一部）既存木造住宅耐震診断・改修技術者養成講習会
　　　（第二部）奈良県木造住宅耐震診断員登録講習会
会　場：奈良公園バスターミナル　レクチャーホール

※詳細は県建築安全課 0742-27-7561までお問合せ下さい。

　

１
月
24
日
に
組
合
本
部
で
支
部
税

対
役
員
さ
ん
並
び
に
支
部
書
記
さ
ん

計
27
名
出
席
の
も
と
、
３
月
の
一
括

申
告
に
向
け
て
の
研
修
会
が
開
催
さ

れ
ま
し
た
。

　

支
部
税
対
役
員
さ
ん
な
ら
び
に
支

部
書
記
さ
ん
は
１
年
を
通
し
て
「
税

金
運
動
」が
頭
を
離
れ
る
こ
と
は
あ
り

ま
せ
ん
。
そ
し
て
３
月
ま
で
は
組
合

員
さ
ん
か
ら
の
聞
き
取
り
と
申
告
書

作
成
等
の
厳
し
い
仕
事
と
な
り
ま
す
。

　

中
委
員
長
よ
り
一
括
申
告
に
向
け

た
組
合
員
さ
ん
か
ら
の
聞
取
り
や
申

告
書
作
成
の
ご
協
力
な
ら
び
に
、

日
々
の
税
金
対
策
運
動
に
つ
い
て
の

感
謝
と
挨
拶
が
あ
り
ま
し
た
。

　

松
田
書
記
次
長
よ
り
所
得
計
算
や

公
的
年
金
や
生
命
・
地
震
保
険
控
除
、

各
扶
養
控
除
対
象
等
に
つ
い
て
の
要

点
、
所
得
税
確
定
申
告
書
の
収
入
金

額
に
区
分
欄
が
追
加
と
な
る
点
に
つ

い
て
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
（
適
格
請
求
書

等
保
存
方
式
）に
つ
い
て
は
、免
税
事

業
者
が
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者
を

一括申告へ向けた税金研修会

本部松田書記次長より税制改正について説明

出産祝い金制度
青年組合員さん
交付申請を忘れずに

組合では青年組合員の皆さんのお子様の誕生を祝い、
健やかな成長を願って、平成２０年から出産祝い金
を給付しています。
給付を受けられる方は、対象児の出生日前、１年以
上引き続き組合に在籍していること。
組合費及びその他の義務負担金を滞納していないこ
とが必要条件です。

　申請手続きや必要書類については、所属支部や組
合本部までお問合せ下さい。
　※申請期限は、対象児の出生の日の翌日から
　　２年以内にご提出ください。

支給額は、１人につき２万円です

建築物石綿含有建材調査者講習
(一般)開催のご案内

主催：（公社）奈良県労働基準協会
日　時　３月11日（火）～12日（水）　９時 30 分～ 17 時
場　所　奈良新聞社　　定　員　４０名
受講料　４６，５３０円
受講資格　「石綿作業主任者技能講習の修了」や「学歴
　　　　　に応じた建築の実務経験」や「建築に関して
　　　　　11年以上の実務経験を有する」など受講資格
　　　　　が必要。
申　込　先　申込書と受講料の提出先は「奈良県労働基準
　　　　　協会」まで。
※受講申込書は組合本部にもありますのでご連絡頂けれ
　ばＦＡＸさせて頂きます。

選
択
さ
れ
た
方
の
負
担
軽
減
を
図
る
た

め
に
納
税
額
を
売
上
税
額
の
２
割
に
軽

減
す
る
激
変
緩
和
措
置
を
３
年
間
講
じ

ら
れ
て
い
る
が
軽
減
措
置
も
あ
と
２
年

と
な
っ
て
い
る
。
売
上
や
収
入
を
把
握

す
る
だ
け
で
消
費
税
申
告
が
可
能
と
な

り
簡
易
課
税
に
比
し
て
も
事
務
負
担
軽

減
も
大
幅
に
軽
減
さ
れ
て
い
る
と
説
明
。

　

申
告
支
援
体
制
の
あ
り
方
と
今
後
の

課
題
や
対
応
に
つ
い
て
も
説
明
が
あ
り
、

喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
の
が
税
対

役
員
や
書
記
の
高
齢
化
と
後
継
者
の
育

成
が
き
わ
め
て
厳
し
い
状
況
。
税
制
が

改
正
さ
れ
る
度
に
複
雑
・
高
度
な
内
容

と
な
り
、
現
体
制
化
で
は
将
来
的
に
適

正
な
対
応
と
ス
ム
ー
ズ
な
処
理
が
危
ぶ

ま
れ
る
。
長
年
に
わ
た
り
継
続
し
て
き

た
体
制
を
維
持
・
継
続
で
き
る
か
。
組

合
税
対
活
動
を
ど
う
い
う
方
向
に
動
か

し
て
い
く
の
か
慎
重
な
議
論
を
進
め
て

い
る
こ
と
を
報
告
し
ま
し
た
。

　

松
井
書
記
長
よ
り
３
月
の
一
括
申
告

に
向
け
て
税
対
役
員
皆
さ
ん
に
は
大
変

ご
苦
労
を
お
掛
け
し
ま
す
が
、
各
支
部

で
の
申
告
相
談
手
続
き
を
ど
う
か
よ
ろ

し
く
お
願
い
し
ま
す
と
の
言
葉
で
研
修

会
を
終
了
し
ま
し
た
。

　
　

  

（
税
金
担
当　

 

松
田
書
記
次
長
）

保険料シミュレーション

中建国保のホームページを
ご活用ください。

http://www.chuken.or.jp

所属の支部、保険料種別、家族数に応じた、月ごと
の保険料が簡単な質問に答えるだけでわかります。
ＱＲコードを読み取るとスマートフォン
専用ページを見ることができます。
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労
災
保
険
は
、
労
働
者

（
事
業
主
に
使
用
さ
れ
、

賃
金
を
受
け
て
い
る
人
）

の
災
害
に
対
す
る
保
護
を

目
的
と
す
る
制
度
で
す
が
、

建
設
業
の
労
災
保
険
は
一

「事務所・作業場・倉庫」 等の
労災保険

工事現場以外の業務とは…
①作業場で（請負工事とは無関係な）木材等
　を加工する。
②作業場・倉庫・資材置場で、手すきの時間
　（請負工事とは無関係）に片付け、整理、道
　具の手入れをする。
③事務の業務など。

・従業員が作業場で建築用金具を加工中にケガ
　をした。
　※請負工事につながる作業ならば「元請の現
　　場労災」を適用。
・雨天のため、従業員に倉庫の整理整頓を命じ
　たところケガをした。
・事務所内で事務員が転倒してケガをした。

　これらのケースは「事務所労災」を成立させてい
なければなりません。しかし、事業主が労災保険に
未加入であっても、ケガをされた労働者は労災保険
で救済されますが、労災保険加入の事業主に対しては、
さかのぼっての保険料の徴収や労災保険給付額の
100％又は 40％を徴収される費用徴収等のペナル
ティが課せられることもあります。

例えば

般
的
な
労
災
保
険
と
は
異

な
り
「
現
場
労
災
」
と
「
事

務
所
・
作
業
場
等
」
に
分

か
れ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に

造
園
業
で
あ
れ
ば
「
剪
定

作
業
の
た
め
」
の
労
災
保

険
も
あ
り
ま
す
。

　
「
事
務
所
・
作
業
場
・

倉
庫
」
な
ど
の
労
災
保
険

に
つ
い
て
は
、
工
事
現
場

以
外
の
業
務
が
対
象
と
な

る
の
で
す
が
、

事
務
員
を
雇
用
（
同
居
の

親
族
除
く
）
し
て
い
る
場

合
、
ま
た
は
請
負
工
事
と

は
関
係
の
な
い
作
業
場
・

倉
庫
・
資
材
置
場
な
ど
で

の
作
業
が
あ
る
場
合
に
は
、

労
働
災
害
が
お
こ
っ
た
と

き
に
「
現
場
労
災
」
で
は

適
用
さ
れ
な
い
こ
と
が
あ

り
ま
す
。
こ
れ
ら
「
工
事

現
場
以
外
の
業
務
」
を
行

な
う
「
労
働
者
」
の
労
働

災
害
に
備
え
る
も
の
と
し

て
「
事
務
所
・
作
業
場
・

倉
庫
」
の
労
災
保
険
（
略

称
「
事
務
所
労
災
」）
の

加
入
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

保
険
料
の
計
算
方
法
は

労
働
者
の
賃
金
総
額
（
年

間
）
×
保
険
料
率
と
な
り

ま
す
。

　

ま
た
、
造
園
業
者
に
お

け
る「
剪
定
作
業
の
た
め
」

の
労
災
保
険
に
つ
い
て
は
、

土
木
工
事
を
伴
わ
な
い

「
樹
木
の
剪
定
や
手
入
れ

の
み
」
の
業
務
は
、
労
災

保
険
上
で
は
、
農
業
の
扱

い
に
な
り
、事
業
主
は「
樹

木
の
剪
定
や
手
入
れ
の

み
」
業
務
の
た
め
の
労
災

保
険
の
加
入
が
必
要
に
な

り
ま
す
。
保
険
料
の
計
算

方
法
は
「
事
務
所
労
災
」

と
同
じ
で
す
。
労
災
保
険

の
ご
不
明
な
点
は
組
合
の

労
災
係
り
ま
で
ご
相
談
く

だ
さ
い
。

「現場労災」だけでは
不都合なケースも！？

労災保険、大丈夫ですか

組合顧問弁護士へご相談下さい。
◎工事中・後の施主との工事代金不払い
◎竣工後の施工面のクレーム
◎元請や業者間との賃金不払い

◎手形や小切手の取引の問題
◎債権回収の相談　
◎従業員の賃金や雇用等に関する問題　

上記のような問題等を抱えておられたら、一人で悩まずにご相談下さい。組合では顧問弁護士
と契約を結んでいます。最初の３０分間は無料です。先ずは組合本部へご連絡下さい。

法人になっても中建国保で 健保適用除外は国が定めた制度

　国土交通省では、建設業における人材確保と、公平で健全
な競争環境の構築を目的に、社会保険未加入対策を進めてい
ます。社会保険とは、一般的に「健康保険・厚生年金・雇用保険」
の３つがあげられます。このうち健康保険については「中建
国保に加入しているが大丈夫か？」という問合せを受けるこ
とがあります。
 全ての法人事業所と従業員５人以上の個人事業所は、法律
により「協会けんぽ」と「厚生年金」への加入が義務付けら
れています。
　しかし、すでに中建国保に加入している組合員さんは「健
保適用除外承認申請を行い、承認を受けることで、健康保険
は中建国保に残ったままで、年金だけを厚生年金とすること
が可能です。これは国が認めている制度で建設業許可申請や
経営事項審査においても「保険加入」の扱いとなり「適法」です。
　また、適用除外の承認を受けた事業所が従業員を新たに雇
用する場合も「健康保険適用除外承認申請」を行い、承認を
受けることで厚生年金と中建国保の組み合わせで加入するこ
とができます。
　しかし、元請や上位企業、社労士の指導では、健保適用除
外により建設国保に加入している仲間に対し、「建設国保は
社会保険未適用である」との誤った認識により、協会けんぽ
への加入指導が行われている事例がありますのでご注意くだ
さい。
　なお、常勤労働者が５人未満の個人事業所は「協会けんぽ」
に加入する必要はなく、中建国保のままで問題ありません。

　あらたに法人事業所を設立したり、すでに健保適用除外の承
認を受けている事業所が常勤労働者を雇用した場合でも「適用
除外」の手続きが必要です。事由発生の日から１４日以内に事
業所所在地を所管する年金事務所に申請しなければなりません。
　手続きが遅れた場合、中建国保の資格を失うこともあります
のでご注意ください。

これから法人設立を検討している方、
設立が決まったらすぐに組合に連絡を

◆あなたはどこに該当しますが、ご確認ください！

◎は社会保険の強制適用事業所。
　上記のとおり加入していれば
　適正な加入となります。

A 法人事業所
協会けんぽ

健康保険
◎ ◎

厚生年金
◎

雇用保険

◎
雇用保険

◎
雇用保険

加入義務なし
（入れません）

◎
厚生年金

○

国民年金

○

国民年金

年　金 雇用保険

一人親方

個人事業所
（従業員5人以上）

建設国保
（適用除外申請）

協会けんぽ

◎

市町村国保

○

建設国保
（適用除外申請）

建設国保

市町村国保

○

建設国保

個人事業所
（従業員5人未満）

B

C

D

ご注意を！
健保適用除外をしている事業所は適法です。
上位企業や自治体からおかしいと言われた
ら組合にご相談を！

・直接、ご連絡頂く場合は建築組合員ですと申し添え下さい。
　奈良総合法律事務所　０７４４－２３－８６１１
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石綿事前調査結果の電子報告が始まっています。石綿事前調査結果の電子報告が始まっています。石綿事前調査結果の電子報告が始まっています。
令和４年４月１日以降に着工する、解体・改修工事を対象として、石綿に関する事前調査結果を、労基署・自治体に報告する制度です。

建築物の解体・改修の

事前調査結果等の届出が義務化
２０２２年（令和４年）４月より

①解体工事部分の床面積が８０㎡以上の建築物の解体工事
②請負金額が１００万円以上の建築物の改修工事
③請負金額が１００万円以上の特定の工作物の解体・改修工事

　建築物の解体・改修工事に伴うアスベスト（石綿）飛散防止対策の強化のため、石綿障害予防規則や大気汚染防止法などの関係法令が改正
されています。
　Ｒ３年４月から義務化されている主な事項は、事前調査の方法の明確化（設計図書等と目視で確認）、事前調査結果の保存（３年間）と現
場への備え付け、作業実施状況の写真等による記録・保存（３年間）、石綿含有成形板等の除去に対する規制（切断等の原則禁止など）、吹付石綿・
石綿含有保温材等の除去に対する規制（資格者による取り残しの確認）などになります。

※石綿の有無に関らず

パソコン・スマートフォン等による電子報告にて行います。
（下記参照）
電子申請の場合は、労働基準監督署・自治体に出向くことなく、
一度の操作で行えます。やむを得ない事情がある場合は、書面
で提出も可能です。書面で提出する場合は、現場管轄の労基署
と都道府県へ届出が必要です。

石綿事前調査結果報告システム
https://www.ishiwata-houkoku.mhlw.go.jp/

※システムの利用には認証システム「GビズID」を取得して
　いただく必要があります。

※②建築物の改修工事とは、建築物に現存する材料に何らかの変更
　を加える工事であって、建築物の解体工事以外のものをいい、リ
　フォーム、修繕、各種設備工事、塗装や外壁補修等であって、既
　存の躯体の一部の除去・切断・破砕等を伴うものを含みます。

事前調査を行う者の要件が新設
２０２3年（令和５年）10月より

①一般建築物石綿含有建材調査者
②特定建築物石綿含有建材調査者
③一戸建て等石綿含有建材調査者
　※③は一戸建て住宅・共同住宅の内部に限定

建築物の事前調査は、厚生労働大臣が定める講習を修了し
た者（以下の資格）に行わせることが義務化

　令和４年４月１日以降は、解体工事部分の床面積合計が80㎡以上の解
体工事、請負金額が100万円以上の改修工事については、石綿の有無に
関らず、施工業者が作業開始前に現場管轄の労働基準監督署並びに都道
府県へ届出ることが義務化されています。
※奈良県の窓口は県景観・環境総合センター／桜井市栗殿
（※奈良市は除く）
　また、令和５年10月施行では「事前調査の有資格者（一般建築物石綿
含有建材調査者）による実施」などが義務化されます。
◆罰則として、石綿障害予防規則による違反は６ケ月以下の懲役または
50万円以下の罰金、大気汚染防止法違反では①除去等の方法違反の場合、
３ヶ月以下の懲　役または３０万円以下の罰金、②事前調査の未報告・
虚偽の報告の場合は３０万円以下の罰金となります
　詳しくは、厚生労働省、環境省のホームページ等でご確認ください。

令和7年度 技術検定試験実施日程表
□１級建築及び電気工事施工管理技術検定試験
　　（一次検定・二次検定）
　　願書販売　１月31日　　申込受付　２月14日～２月28日

□２級建築及び電気工事施工管理技術検定試験
　　一次検定のみ（前期）インターネット申込みのみ
　　　　　　　　　　　　　申込受付　２月７日～２月28日
　　一次検定のみ（後期）インターネット申込みのみ
　　　　　　　　　　　　　申込受付　６月25日～７月23日
　　一次・二次
　　願書販売　６月25日　　申込受付　７月９日～７月23日

□１級土木施工管理技術検定
　　願書販売　２月21日　　申込受付　３月21日～４月４日

□２級土木施工管理技術検定
　　願書販売　ネット購入　申込受付　３月５日～19日（一次検定・前期）
　　　　〃　　６月16日　　　　　　　７月２日～16日（一次検定・後期）

□１級管工事・造園施工管理技術検定
　　願書販売　４月９日　　申込受付　５月７日～21日

□２級管工事・造園施工管理技術検定
　　願書販売　ネット購入　申込受付　３月５日～19日（一次検定・前期）
　　願書販売　６月23日　　申込受付　７月８日～22日（一次検定・後期）

※願書の購入先
　　・建築/電気施工管理は、建設業振興基金のＨＰで願書販売(インターネット)
　　・土木/管/造園施工管理は、全国建設研修センターのＨＰで願書販売。

仲
間
や
建
築
現
場
の
紹
介
を
お
願
い
し
ま
す

　

組
合
で
は
春
と
秋
に
組
織
拡
大
強
化
月

間
を
設
け
て
、
新
規
加
入
者
１
０
５
名
を

目
標
に
各
支
部
組
織
拡
大
運
動
に
取
組
ん

で
い
ま
す
。

　

現
場
や
取
引
先
や
友
人
知
人
な
ど
、
組

合
に
未
加
入
の
建
築
関
係
の
方
が
お
ら
れ

ま
し
た
ら
、
事
業
主
・
一
人
親
方
・
職
人

を
問
わ
ず
ご
紹
介
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

組
合
事
業
内
容
と
し
て
中
建
国
保
、
労

災
保
険
、
税
金
申
告
、
建
設
業
許
可
な
ど

の
相
談
を
詳
し
く
ご
説
明
さ
せ
て
い
た
だ

き
ま
す
。

　

ご
紹
介
い
た
だ
け
る
方
が
お
ら
れ
ま
し

た
ら
、
組
合
本
部
ま
た
は
所
属
支
部
ま
で

ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

　

皆
さ
ん
に
よ
る
「
未
加
入
者
の
掘
り
起

し
」
と
「
声
か
け
」
が
最
大
の
力
と
な
り

ま
す
。
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組
合
員　

２
、2
１
１
名　

支
部
組
織
人
員（
令
和
７
年
1
月
20
日
現
在
）

奈　良

生　駒

山　添

都　祁

郡　山

斑　鳩

天　理

東宇陀

田原本

北　葛

桜　井

香　芝

宇　陀

橿　原

菟田野

東吉野

御　所

吉　野

中吉野

五　條

川　上

西吉野

天　川

十津川

下北山

合　計

132

175

29

15

55

46

162

17

71

290

124

107

127

474

41

18

82

51

64

96

11

7

2

12

3

2,211

『先月より17名減』

今月の労災事故件数
（令和６年12月21日～
　　　令和７年１月20日まで）

一人親方２件／一括有期０件

1. 墜落・転落

項　　　目
一人
親方 合計

職人 業主

2. 転倒

3. 飛来・落下

4. 電動工具

5. 切れ・擦れ

6. 踏み抜き

7. 破壊・倒壊

8. 動作の反動・無理な動作

9. 交通事故

10. その他（激突・感電等）

合　　　計

一括有期

1
0
0
1
0
0
0
0
0
0
2

1
0
0
1
0
0
0
0
0
0
2

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

令和７年１月新加入（敬称略）
支　部
斑　鳩
香　芝
香　芝
橿　原
橿　原
橿　原
橿　原
五　條

氏　名
松嶌　　剛
板谷　晃樹
森下　　碧
天野　　渚
大田　昌伸
中島　慎也
吉岡　常人
野畑　敏弘

紹介者
清水　良洋
和田　全示
谷口　聖文
辰巳　　勝
浅岡　政則
浅岡　政則
水野　英樹
中田　米晃

年令
46
27
26
20
34
41
74
53

職　種
屋根葺工
塗　装　工
大　　工
塗　装　工
大　　工
建　具　工
大　　工
大　　工

令和６年10月新加入（敬称略）
支　部
桜　井

氏　名
味波　勇人

紹介者
味波　正人

年令
25

職　種
塗装業

◎ 

奈
良
県
労
働
基
準
協
会
主
催

　
　

問
合
せ
先　

０
７
４
２
ー
３
６
ー
２
０
４
０

情
報
コ
ー
ナ
ー

奈
良
県
労
働
基
準
協
会
や
建
災
防
奈
良
県
支
部
で
は

各
種
技
能
講
習
会
を
お
こ
な
っ
て
い
ま
す
。

各
種
試
験
・
技
能
講
習
の
ご
案
内

　

○ 

玉
掛
け
技
能
講
習

　
　

 

学
科　
2
月
25
日
〜
26
日（
組
本
）
実
技　
2
月
27
日

　
　

 

学
科　
３
月
17
日
〜
18
日（
組
本
）
実
技　
３
月
19
日

　

○ 

有
機
溶
剤
作
業
主
任
者
技
能
講
習

　
　

 

学
科　
３
月
27
日
〜
28
日

　

○ 

建
築
物
石
綿
含
有
建
材
調
査
者
講
習

　
　

 

学
科　
３
月
11
日
〜
12
日

　

○ 

フ
ル
ハ
ー
ネ
ス
型
安
全
帯
使
用
特
別
教
育

　
　

 

学
科　
３
月
13
日（
組
本
）

情
報
コ
ー
ナ
ー

申
込
み
は
労
働
基
準
協
会
並
び
に
建
災
防
奈
良
県
支
部
ま
で

基
準
協
会
や
建
災
防
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
も
確
認
で
き
ま
す
。

※
（
組
本
）
は
組
合
本
部
が
会
場

　

12
月
23
日
午
前
中
に
支
部
参
役
に
よ
る

２
市
４
町
を
本
部
街
宣
車
と
支
部
の
車
２

台
で
年
末
防
災
パ
ト
ロ
ー
ル
を
実
施
し
ま

し
た
。

　

各
分
会
の
役
員
さ
ん
宅
や
事
務
所
を
訪

問
し
、
安
全
第
一
と
未
加
入
者
の
新
規
加

入
を
テ
ィ
シ
ュ
や
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
共
に
お

願
い
し
ま
し
た
。　

世
情
厳
し
い
折
、
ま
た
年
末
で
何
か
と
気

忙
し
い
時
期
で
あ
り
ま
す
が
、
外
部
工
事

を
さ
れ
て
い
た
職
人
さ
ん
に
「
何
か
お
困

り
ご
と
は
な
い
で
す
か
」
と
お
声
か
け
を

し
、
安
全
第
一
で
く
れ
ぐ
れ
も
事
故
災
害

の
無
い
よ
う
、
そ
し
て
組
合
新
規
加
入
に

北
葛
支
部

年
末
防
災
安
全
パ
ト
ロ
ー
ル

年
末
防
災
安
全
パ
ト
ロ
ー
ル

組合で税金申告を！ 
「数は力」の一括申告

　組合では永年にわたって税務署に対し、建築職人の事業形態・
賃金の実態を訴える交渉運動を行っています。
　そして仕事で得た利益を守ると同時に「煩わしい記帳や計算、
申告手続きのお手伝い」「確定申告前には個別相談や記帳指導」
などの支援活動を支部と本部が一体となって取り組み、一括申告
に望んでいます。
　建売住宅やゼネコン企業で手間請就労を主とされている青年層
の皆さんには、正確な売上げや賃金・経費を換算し、利益をしっ
かりと守ると同時に節税につながる指導と対策に取組んでいます。
　万一、税務署から呼び出しや調査を求められた時には、組合が
前面に立って組合員さんの利益（納税者の権利）を守るため、税
務署交渉を行い解決に努めています。

税金の諸問題でお悩みの組合員仲間はお気軽にご相談下さい。
相談員として組合顧問税理士や担当書記が対応させて頂きます。
相談を希望される方は事前に担当者（松田・泉岡）までご連絡下さい。

税金相談ご利用下さい。

機関紙が
ホームページでも
ご覧になれます

休憩時間のコーヒーと
共に、現場や事務所で
も全奈良県建築ニュー
スを読んでみませんか。
（組合からのお知らせ
　　　　　欄で閲覧）

詳しくはこちら⇒

役員で支部管内の現場や作業場をパトロール

つ
い
て
も
テ
ィ
シ
ュ
と
組
合
パ
ン

フ
レ
ッ
ト
を
手
渡
し
て
お
願
い
し

ま
し
た
。

　
　
（
財
政
長　

藤
井
本
正
明
記
）
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本
本

前回の申告まで 今年の申告から

本

本


